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サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第1号 「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」に関するコメント
＃ 論点 コメント 参照元

1 SHK対象事業者以外への適用

実務対応基準 「Ⅰ.範 囲」(P.3)に記載の「本実務対応基準は、温対法におけるSHK制度の対象となっている企業が、「気候基準」第49 項ただし
書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて、「気候基
準」の定めに従った測定及び開示を行う場合に適用する。」
および、
「［設例］温室効果ガス排出の測定方法及び温室効果ガス排出に関する開示」(P.13)では、「SHK制度の対象となっていない当社グループ国内拠
点はGHGプロトコルに基づき算定している」と示されている。この点について、SHK制度の算定方法は、SHK制度の報告対象事業者のみが用いることを
想定しているのかが必ずしも明確ではないと考えられる。

例えば、これまで一部のグループ会社のみがSHK制度の対象であった企業が、SSBJ基準への対応として算定バウンダリをグループ全体へ拡大す
る場合、SHK制度の対象外であるグループ会社についても、SHK制度と同様の算定方法に基づいて排出量を集計することを認めるのかどうかに
ついて、実務上判断が分かれる可能性がある。

排出量算定の一貫性や実務負担の観点から、SHK制度の対象外拠点(例：SHK制度の非対象事業者)についてもSHK制度の算定方法を用
いることが許容されるのか、又はGHGプロトコルに基づく算定を行うことが想定されているのかについて、より詳細な補足の追記が望まれる。
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2 グループ間取引の扱い

SSBJ基準への対応にあたり、算定バウンダリをグループ全体へ拡大する場合、グループ内の会社によって採用する算定方法が異なる可能性がある。

例えば、SHK制度の対象となっている会社は同制度に基づく算定方法を用い、一方で対象外の会社はGHGプロトコルに基づく算定方法を用いる
といった状況が考えられる。このように算定基準が混在する場合、グループ内取引に関わる排出量の取扱いや、排出量の整合性の確保について実
務上判断が分かれる可能性がある。(例：SHK制度では販売した電力や副生ガスに伴う排出量は自社の直接排出量からは控除し、受け取った
側の直接または間接排出量に含めることになると想定しているが、グループ内でSHK制度、GHGプロトコルそれぞれに沿う会社がある場合、販売
側・購入側どちらで計上するか整理することが煩雑)

そのため、算定方法が異なる会社がグループ内に存在する場合の排出量算定の考え方、特にグループ内取引に関する排出量の取扱いについて、より
詳細な補足の追記が望まれる。

3 非エネルギー起源の報告バウンダ
リ

SHK制度では、事業者の排出規模によっては、エネルギー起源の排出のみが報告対象となり、非エネルギー起源の排出については報告対象とならない
場合があると理解している。

このような場合、SSBJ基準への対応にあたりGHG排出量を算定する際に、SHK制度において非エネルギー起源の排出が報告対象外となってい
る企業については、当該制度の閾値の考え方をそのまま適用し、基準を超える活動量が存在しない限り、GHG排出量への加算を行わないという
理解でよいのかが必ずしも明確ではないと考えられる。

SHK制度における報告対象範囲とSSBJ基準におけるGHG排出量算定との関係について、特に一部の排出のみがSHK制度の報告対象となっている
企業の取扱いについて、より詳細な補足の追記が望まれる。

4 算定基準

実務対応基準 「Ⅰ.範 囲」(P.3)に記載の「本実務対応基準は、温対法におけるSHK制度の対象となっている企業が、「気候基準」第49 項ただし
書きに従って、企業の全部又は一部について、温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用いて、「気候基
準」の定めに従った測定及び開示を行う場合に適用する。」と示されているが、国内の温室効果ガス排出量の算定にあたっては、温対法に基づくSHK
制度の他にGX-ETS等、複数の制度に基づく算定方法が存在している。この点について、SSBJ基準に基づく開示にあたり、温対法に基づくSHK
制以外に認められる算定基準としてどの制度が対象となり得るのか、SHK制度のみが想定されているのか、またはその他の制度も対象となる可能
性があるのかが明確ではないと考えられる。

また、GX-ETSに参加する企業においては、SHK制度に基づく報告に加え、GX-ETSにおける認証対応、さらにSSBJ基準への対応が求められることと
なり、制度ごとに異なる算定・報告・保証への対応が必要となり、企業に過度な実務負担が生じるおそれがある。

そのため、GHG排出量算定に関する複数ある算定基準（SHK制度、GX-ETS等）の考え方について、実務負担の観点も踏まえ、より詳細な補足の
追記が望まれる。
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